
　

東
日
本
大
震
災
の
教
訓
を
踏
ま

え
て
、
災
害
時
に
処
理
す
べ
き
業

務
を
具
体
的
に
定
め
た
南
国
市
地

域
防
災
計
画
を
２
月
に
策
定
し
ま

し
た
。
平
成
24
年
度
を
防
災
元
年

と
し
て
進
め
て
き
た
対
策
事
業
を
、

継
続
し
て
進
め
る
と
と
も
に
、
同

計
画
に
基
づ
き
、
減
災
に
向
け
た

防
災
対
策
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。

　

現
在
、
津
波
避
難
タ
ワ
ー
の
整

備
は
、
地
権
者
や
地
元
防
災
会
な

ど
の
皆
さ
ま
の
協
力
を
得
て
、
建

設
用
地
を
100
％
確
保
す
る
こ
と
が

で
き
、
並
行
し
て
実
施
設
計
を
進

め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
緊
急
避
難

広
場
、
三
和
防
災
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

セ
ン
タ
ー
な
ど
の
ハ
ー
ド
事
業
や

防
災
行
政
無
線
の
整
備
を
完
了
さ

せ
る
と
と
も
に
、
津
波
避
難
訓
練

や
地
域
別
津
波
避
難
計
画
の
作
成

な
ど
の
ソ
フ
ト
事
業
に
も
取
り
組

む
な
ど
、
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く

り
を
目
指
し
ま
す
。

　

津
波
避
難
に
関
す
る
取
り
組
み

南
海
地
震
対
策

平
●平成25年度の主な施策●

成 25 年

　橋詰壽人市長は、３月１日開会の第367回市議会
定例会で各議案の提案説明に先立ち、平成25年度施
政方針で、「安倍首相は、１月28日の国会の所信表
明演説で、『日本経済』『震災からの復興』『外交・安
全保障』『教育』の４つの危機を挙げ、その状況を
突破する決意を表明し、景気回復のための緊急経済
対策を柱とした2012年度補正予算と新年度の2013
年度予算案と合わせて切れ目のない予算執行により、
景気回復を図るとしています。尾﨑知事は、第２期
産業振興計画の推進、日本一の健康長寿県構想の推
進、南海トラフ巨大地震対策、教育改革の推進、中
山間地域対策の５つを重要施策とし、この中で、第
２期産業振興計画では、地産外消、ものづくり、産
業人材の育成などへの取り組みを強化するとし、特
に『移住促進策の抜本強化』を掲げています。南海

トラフ巨大地震対策は、津波からの避難空間の確保
と国に対して南海トラフ巨大地震対策特別措置法の
制定を訴えています。本市では、産業振興について、
特に県の第２期産業振興計画および物部川流域アク
ションプランに掲げた振興計画を県や関係機関との
連携をさらに強化して取り組みます。また、南海ト
ラフ巨大地震対策について、市町村別の直接被害想
定に基づき、地震・津波の災害予防対策・応急対策
計画やマニュアル策定など、事前対策を推進し、防
災力の強化を図ります。そのため、被害対策や課題
解決には、行政、市民、自主防災組織・防災連合会
などが一体となって取り組む必要があります」と市
政運営に対する所信を述べました。
　平成25年度の主要な施策について、あらましを紹
介します。 

３月１日 第367回　市議会定例会

度

　

交
通
安
全
対
策
と
し
て
、
高
齢

者
の
交
通
事
故
防
止
対
策
を
重
点

的
に
実
施
し
ま
す
。
南
国
警
察
署

の
高
齢
者
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
戸
別

訪
問
活
動
を
行
っ
て
お
り
、
連
携

を
取
り
な
が
ら
、
広
報
活
動
や
反

　

高
齢
者
の
交
通
事
故
防
止

交
通
安
全
対
策

射
材
な
ど
の
着
用
の
推
進
活
動
を

行
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
予
算
は
、
前
年
度
比

３
億
４
千
万
円
減
の
190
億
２
千
万

円
で
す
が
、
こ
れ
は
、
国
の
補
正

予
算
に
よ
り
、
建
設
事
業
費
を
前

倒
し
し
、
24
年
度
３
月
補
正
予
算

と
一
体
の
予
算
と
な
っ
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。

　

歳
入
は
、
景
気
回
復
が
見
込
め

ず
市
税
全
体
と
し
て
は
、
ほ
ぼ
前

年
度
と
同
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

地
方
交
付
税
は
、
地
方
財
政
計
画

を
基
に
算
出
し
、
前
年
度
比
３
億

４
千
万
円
減
を
、
臨
時
財
政
対
策

債
は
２
千
万
円
減
を
見
込
ん
で
い

ま
す
。

　

歳
出
は
、
普
通
建
設
事
業
費
や

職
員
給
与
費
が
減
と
な
っ
て
い
る

反
面
、
生
活
保
護
費
な
ど
の
扶
助

費
は
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
。
限

ら
れ
た
財
源
の
中
で
、
将
来
に
向

け
た
都
市
基
盤
整
備
、
企
業
誘
致

や
農
業
振
興
と
い
う
産
業
振
興
対

策
、
教
育
・
子
育
て
支
援
・
少
子

化
対
策
、
安
心
し
て
生
活
で
き
る

た
め
の
地
震
・
防
災
対
策
、
市
民

の
健
康
を
守
る
た
め
の
健
康
対
策
、

地
球
に
優
し
い
環
境
対
策
に
重
点

的
に
予
算
配
分
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
こ
れ
ま
で
の
行
財
政
改

革
の
方
針
を
踏
ま
え
、
経
常
経
費

　

健
全
な
財
務
体
質
の
確
立

財
政
状
況

の
節
減
を
図
る
と
と
も
に
、
健
全

な
財
務
体
質
の
確
立
に
向
け
、
さ

ら
に
改
革
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

特
定
健
康
診
査
の
受
診
勧
奨

健
全
な
国
保
財
政
の
運
営

　

被
保
険
者
の
高
齢
化
や
医
療
の

高
度
化
な
ど
に
よ
り
、
今
後
も
医

療
費
は
増
大
す
る
方
向
で
推
移
す

る
も
の
と
考
え
ら
れ
、
市
の
国
民

健
康
保
険
財
政
を
取
り
巻
く
環
境

は
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
で

す
。
国
民
健
康
保
険
財
政
の
健
全

な
運
営
を
行
う
た
め
に
は
、
収
納

率
の
向
上
と
医
療
費
の
適
正
化
が

重
要
な
課
題
で
す
。

　

25
年
度
か
ら
第
２
期
目
と
な
る

保
険
者
に
義
務
づ
け
ら
れ
た
特
定

健
康
診
査
お
よ
び
特
定
保
健
指
導

は
、
第
１
期
の
内
臓
脂
肪
型
肥
満

に
着
目
し
た
健
康
診
査
・
保
健
指

導
の
枠
組
み
を
維
持
し
つ
つ
、
目

標
は
各
実
施
率
を
60
％
と
す
る
も

の
で
す
。

　

市
民
の
健
康
づ
く
り
、
生
活
習

慣
病
の
予
防
に
よ
る
医
療
費
の
適

正
化
と
い
う
観
点
か
ら
も
特
定
健

康
診
査
の
積
極
的
な
受
診
勧
奨
に

取
り
組
み
、
健
全
な
国
民
健
康
保

険
財
政
の
運
営
に
努
め
ま
す
。

　

空
き
家
調
査
な
ど

中
山
間
地
域
対
策

　

少
子
高
齢
化
が
特
に
進
行
し
て

い
る
中
山
間
地
域
の
集
落
の
維
持

や
活
性
化
は
、
県
の
集
落
活
動
セ

ン
タ
ー
事
業
を
視
野
に
入
れ
な
が

ら
、
集
落
の
存
続
手
段
の
一
つ
で

あ
る
移
住
促
進
に
向
け
た
空
き
家

調
査
や
耕
作
放
棄
地
の
状
況
調
査

を
行
う
な
ど
、
集
落
の
維
持
の
た

め
に
、
地
域
と
協
議
を
進
め
な
が

ら
取
り
組
み
ま
す
。

　

新
た
な
広
域
計
画
の
策
定

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

　

高
知
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域

連
合
は
、
高
齢
化
の
進
行
や
医
療

費
の
増
加
な
ど
、
年
々
厳
し
さ
を

増
す
諸
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、

25
年
度
か
ら
29
年
度
ま
で
を
計
画

　

記
念
事
業
を
展
開

姉
妹
都
市
提
携
40
周
年

　

姉
妹
都
市
・
岩
沼
市
と
の
友
好

関
係
は
、
25
年
度
に
姉
妹
都
市
提

携
40
周
年
を
迎
え
る
こ
と
と
な
り
、

南
国
市
姉
妹
都
市
親
善
協
会
と
連

携
を
図
り
な
が
ら
、
市
民
訪
問
団

の
相
互
派
遣
な
ど
の
交
流
事
業
を

実
施
し
て
、
さ
ら
な
る
友
好
関
係

を
築
く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
取
り

組
み
ま
す
。

　

地
域
で
の
生
活
の
継
続
を

地
域
ケ
ア
会
議
の
充
実

　

24
年
度
か
ら
要
支
援
者
を
対
象

に
実
施
し
て
い
る
地
域
ケ
ア
会
議

で
は
、
本
人
の
生
活
機
能
の
改
善

を
目
指
し
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
そ
の

結
果
、
介
護
認
定
者
数
が
減
少
し

て
お
り
、
特
に
要
支
援
者
の
減
少

が
著
し
い
も
の
に
な
っ
て
い
ま
す
。

今
後
も
地
域
ケ
ア
会
議
の
充
実
を

図
り
、
自
立
支
援
型
サ
ー
ビ
ス
を

さ
ら
に
推
進
す
る
こ
と
で
、
高
齢

者
が
住
み
慣
れ
た
地
域
や
自
宅
で

生
活
を
継
続
で
き
る
体
制
の
構
築

に
努
め
ま
す
。

　

安
心
し
て
出
産
す
る
た
め
に

妊
婦
健
康
診
査

　

妊
婦
健
康
診
査
は
、
25
年
度
か

ら
す
べ
て
の
妊
婦
に
対
し
検
査
項

目
に
細
菌
培
養
同
定
検
査
を
追
加

し
て
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
早

産
や
未
熟
児
の
出
産
を
防
ぎ
、
安

心
し
て
出
産
で
き
る
よ
う
支
援
し

ま
す
。

　

新
施
設
の
建
設
を
目
指
し
て

香
南
清
掃
組
合
ご
み
処
理
施
設

　

香
南
清
掃
組
合
新
ご
み
処
理
施

設
建
設
事
業
は
、
現
施
設
北
側
で

の
29
年
度
稼
働
に
向
け
、
取
り
組

ん
で
い
ま
す
。
26
年
度
か
ら
の
建

設
に
向
け
、
ご
み
処
理
施
設
整
備

に
係
る
組
合
の
基
本
方
針
６
項
目

を
最
大
限
生
か
し
た
ご
み
処
理
施

設
建
設
を
目
指
し
ま
す
。

　

改
築
に
向
け
て
は
、
可
燃
ご
み

の
減
量
が
課
題
で
あ
り
、
引
き
続

き
可
燃
ご
み
減
量
へ
の
取
り
組
み

を
強
化
し
ま
す
。

　

早
期
復
旧
の
た
め
に

災
害
廃
棄
物
等
処
理
計
画
の
策
定

　

南
海
地
震
な
ど
災
害
の
発
生
に

伴
う
災
害
廃
棄
物
お
よ
び
避
難
所

や
被
災
地
区
外
か
ら
発
生
す
る
ご

み
・
し
尿
の
迅
速
か
つ
適
正
な
処

理
を
定
め
る
災
害
廃
棄
物
等
処
理

計
画
の
策
定
は
、
発
生
す
る
が
れ

き
の
想
定
量
が
未
確
定
の
た
め
遅

れ
て
い
ま
す
。
市
民
生
活
の
早
期

回
復
と
生
活
環
境
の
速
や
か
な
復

旧
を
図
る
た
め
に
欠
か
す
こ
と
が

で
き
な
い
も
の
で
あ
り
、
で
き
る

限
り
早
急
に
策
定
し
ま
す
。

　

地
域
整
備
方
向
検
討
調
査

国
営
ほ
場
整
備

　

平
野
部
の
水
田
地
域
全
体
に
係

る
国
営
の
ほ
場
整
備
の
推
進
を
目

的
と
し
て
、
25
年
度
か
ら
２
年
間

の
予
定
で
、
地
域
整
備
方
向
検
討

調
査
に
着
手
し
ま
す
。
農
地
の
再

編
整
備
に
向
け
て
、
国
、
県
と
連

携
し
て
事
業
執
行
に
努
め
ま
す
。

　

災
害
時
支
援
協
力
員
制
度

水
道
施
設
の
災
害
対
策

　

災
害
や
事
故
時
に
水
道
施
設
の

応
急
復
旧
や
応
急
給
水
活
動
の
強

化
を
図
る
た
め
、
水
道
業
務
の
経

験
の
あ
る
市
職
員
Ｏ
Ｂ
が
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
と
し
て
協
力
す
る
上
下
水

道
局
災
害
時
支
援
協
力
員
制
度
が

　

地
域
で
の
見
守
り
、
支
え
合
い

地
域
福
祉
計
画

　

24
年
度
か
ら
28
年
度
ま
で
を
計

画
期
間
と
し
た
「
南
国
市
地
域
福

祉
計
画
」
に
基
づ
き
、
南
国
市
社

会
福
祉
協
議
会
と
連
携
し
て
地
区

座
談
会
を
開
催
し
ま
す
。
地
区
座

談
会
や
あ
っ
た
か
ふ
れ
あ
い
セ
ン

タ
ー
事
業
を
通
じ
て
、
地
域
住
民

同
士
の
つ
な
が
り
や
地
域
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
ー
活
動
の
活
性
化
を
推
進

し
、
地
域
全
体
で
見
守
り
支
え
合

う
「
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
の

構
築
を
発
展
さ
せ
、
地
域
の
課
題

に
対
応
で
き
る
よ
う
取
り
組
み
ま

す
。

　

Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
に
よ
る
地
域

　

活
性
化

情
報
化
計
画
の
策
定

　

24
年
度
に
一
般
財
団
法
人
全
国

地
域
情
報
化
推
進
協
会
が
、
市
の

現
状
と
課
題
に
基
づ
く
情
報
通
信

技
術
活
用
案
と
し
て
、
「
南
国
市

情
報
化
計
画
の
策
定
を
支
援
す
る

た
め
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
モ
デ
ル
の

提
案
書
」
を
ま
と
め
ま
し
た
。
25

年
度
は
、
こ
の
提
案
を
受
け
、
情

報
通
信
技
術
を
活
用
し
、
少
子
高

齢
化
な
ど
の
課
題
の
解
決
や
住
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
る
た
め
、

新
た
な
南
国
市
情
報
化
計
画
を
策

定
し
、
地
域
の
活
性
化
に
つ
な
が

る
取
り
組
み
を
進
め
ま
す
。

期
間
と
す
る
新
た
な
広
域
計
画
を

策
定
し
、
健
全
な
保
険
財
政
の
確

保
や
事
務
処
理
の
適
正
化
・
効
率

化
に
よ
る
安
定
し
た
運
営
を
図
る

こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

広
域
連
合
と
の
連
携
を
強
化
し
、

こ
の
制
度
が
適
切
か
つ
円
滑
に
実

施
で
き
る
よ
う
努
め
ま
す
。

２
月
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

協
力
員
の
平
常
時
で
の
活
動
は
、

学
校
な
ど
で
の
応
急
給
水
訓
練
な

ど
を
計
画
し
て
い
ま
す
。

　

物
部
川
流
域
Ａ
Ｐ
と
参
加
型
観
光

産
業
振
興
と
観
光
振
興

　

高
知
県
産
業
振
興
計
画
お
よ
び

物
部
川
流
域
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

の
第
２
ス
テ
ー
ジ
の
２
年
目
と
し

て
、
引
き
続
き
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ

し
、
産
業
振
興
が
図
ら
れ
る
よ
う

取
り
組
み
ま
す
。

　

ま
た
、
こ
れ
ま
で
南
国
市
観
光

協
会
を
中
心
に
土
佐
の
食
１
グ
ラ

ン
プ
リ
、
土
佐
の
ま
ほ
ろ
ば
レ
ン

タ
サ
イ
ク
ル
、
温
泉
回
遊
企
画
、

Ｇ
Ｐ
Ｓ
を
使
っ
た
長
宗
我
部
元
親

ラ
リ
ー
な
ど
参
加
型
の
観
光
を
、

さ
ら
に
伸
ば
し
て
い
く
た
め
に
観

光
協
会
の
法
人
化
を
行
い
、
体
制

強
化
を
図
り
ま
す
。
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